
公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

所管府省
支出元独立行政
法人の名称

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（公共工事）

支出元独立行政
法人の法人番号

点検結果
（見直す場合はその内容）公共工事の名称、

場所、期間及び種
別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

契約の相手方の法
人番号

様式７－１

該当なし



公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

-

-

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（公共工事）

支出元独立行
政法人の法人

番号

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法
書又は会計規定等
の根拠規定及び理

由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合契約の相手方の商号
又は名称、住所及び法

人番号

契約の相手方の法人
番号

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

様式７－２

該当なし



公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

文部科学省

国立研究開
発法人量子
科学技術研
究開発機構

8040005001619
コバルト60使用
済み線源の引
取り

国立研究開発
法人量子科学
技術研究開発
機構　財務部長
鈴木　正隆
千葉県千葉市
稲毛区穴川4-
9-1

令和2年10月19日

公益社団法人
日本アイソトー
プ協会　東京都
文京区本駒込２
－２８－４５

7010005018674 一般競争入札 - 55,187,000 - 公社 国認定 1

参入要件は必要
最低限の内容と
なっており、入札
公告日から開札
日までの期間につ
いても十分確保さ
れている。また、
仕様書の記載内
容は新規参入希
望者が業務内容
や業務量を十分
理解し、適正な入
札価格を算出する
ために必要な情
報を記載してい
る。さらに、契約監
視委員会において
公平性・透明性等
が確保されている
か事後点検を受
けている。

無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

所管府省
支出元独立行政

法人の名称

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（物品・役務等）

支出元独立行政法
人の法人番号

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合
契約の相手方の法

人番号

様式７－３



公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

文部科学省

国立研究開
発法人量子
科学技術研
究開発機構

8040005001619
ＲI廃棄物の引
き取り及び廃
棄：一式

国立研究開発
法人量子科学
技術研究開発
機構
核融合エネル
ギー部門　那珂
核融合研究所
管理部長　前田
勝
茨城県那珂市
向山801番地1

令和3年1月29日

公益社団法人日
本アイソトープ協
会　東京都文京
区本駒込２－２８
－４５

7010005018674

量子科学技術
研究開発機構
契約事務取扱
細則第２９条１
－（１６）
その他第１号に
準ずる場合で
あって、契約相
手方になり得る
者を公募によ
り、確認するこ
とが妥当である
と契約責任者
が判断したとき

- 12,789,370 - - 公社 国認定 1

参加者確認公募を
実施し、契約相手方
になり得る者を確認
している。さらに、契
約監視委員会にお
いて公平性・透明性
等が確保されている
か事後点検を受けて
いる。

無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

契約の相手方の法人
番号

支出元独立行
政法人の名称

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

所管府省

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

支出元独立行政法
人の法人番号

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法書
又は会計規定等の
根拠規定及び理由

予定価格 契約金額

様式７－４
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